
24 水産多面的機能発揮対策事業 農林水産省
水産庁計画課

環境・生態系の維持・回復や安⼼して活動できる海域の確保など、漁業者等が行う水産業・漁村の多面的機能
の発揮に資する地域の活動を支援する。

趣旨
目的

漁業者、地域住民、ＮＰＯ等で構成する活動組織が行う水産業・漁村の多面的機能の発揮に資する海難救助や
藻場・干潟の保全など地域の取組に対し支援する。

事業
内容

1,800
令和３年度
当初予算
（百万円）

https://www.jfa.maff.go.jp/j/gyoko_gyozyo/g_thema/sub391.ht
ml事業URL

・補助率：定額
・上限額：１活動組織当たり国費2,000万円補助率地域協議会、都道府県、市町村等事業実施主体

（対象者）

水産庁計画課 03-3501-3082問合せ先

該当
事項

特性を生
かした営
農と所得
の確保 農村発イ

ノベー
ションに
に取り組

む

地域を維
持するた
めの将来
を話し合

う
定住条件
の整備や
生活イン
フラを確
保する

地域を支
える組織
体や人材
を確保す

る

地域の魅
力を発信
する
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25 浜の活力再生・成長促進交付金のうち水産業強化支援事業 農林水産省
水産庁防災漁村課

水産業や漁村地域の再生を図るため、漁業者自らが漁業収入の向上とコスト削減のための課題について検討し、
具体的な対策を位置付けた「浜の活力再生プラン（浜プラン）」の着実な推進を支援するため。

趣旨
目的

浜プランに位置付けられた共同利用施設等の整備、密漁防止対策等について支援する。事業
内容

2,655の内
数

令和３年度
当初予算
（百万円）

https://www.jfa.maff.go.jp/j/bousai/koufukin/事業URL

定額（1/2、4/10、1/3等）補助率都道府県、市町村、漁業協同組合等事業実施主体
（対象者）

水産庁防災漁村課 03-6744-2391問合せ先

該当
事項

特性を生
かした営
農と所得
の確保 農村発イ

ノベー
ションに
に取り組

む

地域を維
持するた
めの将来
を話し合

う
定住条件
の整備や
生活イン
フラを確
保する

地域を支
える組織
体や人材
を確保す

る

地域の魅
力を発信
する
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26 地域活性化伝道師派遣制度 内閣府
地⽅創⽣推進事務局

該当
事項

特性を⽣
かした営
農と所得
の確保 農村発イ

ノベー
ションに
に取り組

む

地域を維
持するた
めの将来
を話し合

う
定住条件
の整備や
⽣活イン
フラを確
保する

地域を⽀
える組織
体や⼈材
を確保す

る

地域の魅
⼒を発信

する

地域の成⻑・雇⽤創出を担う地域⼈材の強化に向けて切れ⽬なく⽀援を⾏う。趣旨
⽬的

地域の活性化に向け意欲的な取組を⾏おうとする地域に対して、地域おこしの専⾨家（地域活性化伝道師）を
紹介し、指導・助⾔を⾏う。

事業
内容

1
令和３年度
当初予算

（百万円）

https://www.chisou.go.jp/tiiki/ouentai.html事業URL

―補助率都道府県、市町村、団体等事業実施主体
（対象者）

地⽅創⽣推進事務局 03-5510-2167問合せ先

１．地域産業・イノベーショ
ン・農商工連携

２．地域医療、福祉・
介護、教育

３．地域コミュニティ・
集落再生

４．地域交通・情報通信 ５．農・林・水産業 ６．観光・交流 ７．環境 ８．まちづくり

１４７人 ２２人 ９５人 １６人 ７８人 １３４人 ３０人 １５０人

○地域活性化伝道師登録数：３９３名（令和３年４月１日現在）
※事務局HP（https://www.chisou.go.jp/tiiki/ouentai.html）において公開
分野別登録数（重複を含む）

○活用方法：①各自治体及び団体等が、課題解決への取組みに適した伝道師を選び、任意に招へいや相談を行う。
②地方創生推進事務局が、地域に対する助言等の一環として、取組熟度が相当程度高く、支援する意義が

特に高いと判断される場合に、地域活性化伝道師を当該地域へ派遣する。（令和２年度実績：４件）

地域活性化伝道師登録数、実績及び活用方法

①地域のリーダーの育成

取組の立ち上がり段階における
実行プランの企画や実施体制の
構築を後押しする。

②実施スタッフの育成

実行プランに基づく取組を実施
していく上で必要となる人員の
確保、スキルアップなどを
後押しする。

地域での産学官連携を図り、商品
開発を進める活動を後押しすると
ともに、事業化に必要な経営や
広告・宣伝のノウハウを伝授する。

④販路拡大・雇用創出

地域の新たな産業として定着
させるためのマーケティング・
販路拡大を後押しする。
または、これがモデルとなり、
地域間連携により、広域的に波及
することを後押しする。

③事業化の推進

地域活性化伝道師の活動内容
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27 地⽅創⽣推進交付⾦ 内閣府
地⽅創⽣推進事務局

該当
事項

特性を⽣
かした営
農と所得
の確保 農村発イ

ノベー
ションに
に取り組

む

地域を維
持するた
めの将来
を話し合

う
定住条件
の整備や
⽣活イン
フラを確
保する

地域を⽀
える組織
体や⼈材
を確保す

る

地域の魅
⼒を発信

する

第２期「まち・ひと・しごと創⽣総合戦略」に基づく地⽅創⽣のより⼀層の推進に向けた取組を⽀援する。趣旨
⽬的

・地域再⽣法に基づく法律補助の交付⾦とし、安定的な制度・運⽤を確保
・地⽅版総合戦略に基づく、地⽅公共団体の⾃主的・主体的で先導的な事業を⽀援
・ＫＰＩの設定とＰＤＣＡサイクルを組み込み、従来の「縦割り」事業を超えた取組を⽀援

事業
内容

100,000
令和３年度
当初予算

（百万円）

https://www.chisou.go.jp/sousei/about/kouhukin/index.html事業URL

交付⾦（1/2）補助率都道府県、市町村事業実施主体
（対象者）

地⽅創⽣推進事務局 03-3581-4213問合せ先

■地方創生推進交付金
〇主な対象事業等
①先駆性のある取組及び先駆・優良事例の横展開

・官民協働、地域間連携、政策間連携、事業推進主体の形成、人材の確保・育成
例）しごと創生、観光振興、地域商社、生涯活躍のまち、働き方改革、小さな拠点、商店街活性化 等

②Society5.0を推進するための全国的なモデルとなる取組
・未来技術を活用した新たな社会システムづくりを支援

〇交付上限額等

交付上限額（国費） 申請上限件数

都道府県 先駆3.0億円 横展開1.0億円 原則９事業（うち広域連携３事業）

中枢中核都市 先駆2.5億円 横展開0.85億円 原則７事業（うち広域連携２事業）

市町村 先駆2.0億円 横展開0.7億円 原則５事業（うち広域連携１事業）

※Society5.0タイプは都道府県・ 中枢
中核都市・市町村ともに交付上限額（国
費）3.0億円、申請上限件数の枠外

国
交付金（１/２）

都道府県・市町村
交付金の交付に際し、地方公共団体は、対象事業に係る地域再生計画を作成し、内

閣総理大臣が認定
（１／２の地方負担については、地方財政措置を講じている）

■交付割合等
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28 関係⼈⼝創出・拡⼤のための対流促進事業 内閣府
地⽅創⽣推進室

該当
事項

特性を⽣
かした営
農と所得
の確保 農村発イ

ノベー
ションに
に取り組

む

地域を維
持するた
めの将来
を話し合

う
定住条件
の整備や
⽣活イン
フラを確
保する

地域を⽀
える組織
体や⼈材
を確保す

る

地域の魅
⼒を発信

する

特定の地域に継続的に多様な形で関わる「関係⼈⼝」の創出・拡⼤を図るため、中間⽀援を⾏う⺠間事業者等
を主体とした、都市住⺠と地域のマッチング⽀援等の取組に係るモデル事業を実施するとともに、全国の官⺠
関係者が参画する協議会を通じた関係者間の情報共有やネットワークの強化に取り組む。

趣旨
⽬的

① ⺠間事業者等を主体とした都市住⺠と地域のマッチング⽀援等の取組に関するモデル事業を実施する。
② 地⽅公共団体、⺠間事業者等を会員とするプラットフォームを運営し、全国フォーラム、研修会等により、

関係者間の情報共有やネットワーク化に取り組む。
事業
内容

155
令和３年度
当初予算

（百万円）

https://www.chisou.go.jp/sousei/about/kankei/index.html事業URL

委託費、補助⾦（定額）補助率⺠間事業者事業実施主体
（対象者）

地⽅創⽣推進室 03-5510-2457問合せ先

事業イメージ・具体例

①中間支援組織の提案型モデル事業の実施
民間事業者等による都市住民と地域のマッチング支援
等の取組に関する提案型モデル事業を実施します。

②全国版の官民連携協議会の運営
分科会や研修により、事業者や自治体等の関係者の情
報共有やネットワーク化に取り組みます。

○関係人口の創出・拡大に取り組む動きを加速化し、
地方へのひとの流れをつくります。

期待される効果

地域づくりの連続講座により関⼼
層の拡⼤・育成、ネットワーク化
（松江市 (株)シーズ総合政策研究所）

県内都市部の⼤学⽣が農家のお⼿
伝いを通じ関係づくり
（⻑岡市 (公社)中越防災安全推進機構）

直接の移動・⾯会ができない間は、
オンラインで関係を構築・維持
（遠野市 (株)Next Commons）

ふるさとみつけ塾のハイブリット
（オンラインとオフライン）開催
（丸森町 (⼀社）熱中学園）

○関係人口の取組例
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29 地域経済循環創造事業交付金（ローカル10,000プロジェクト） 総務省
地域力創造グループ地域政策課

該当
事項

特性を生
かした営
農と所得
の確保 農村発イ

ノベー
ションに
に取り組

む

地域を維
持するた
めの将来
を話し合

う
定住条件
の整備や
生活イン
フラを確
保する

地域を支
える組織
体や人材
を確保す

る

地域の魅
力を発信
する

地域資源を活かした先進的で持続可能な事業化の取組を促進し、地域での経済循環を創造する。趣旨
目的

地域の資源と資金を活用して、雇用吸収力の大きい地域密着型企業を10,000事業程度立ち上げる「ローカル
10,000プロジェクト」を推進するため、本交付金により自治体の初期投資の補助を支援する。

事業
内容

700の内
数

令和３年度
当初予算
（百万円）

https://www.soumu.go.jp/main_sosiki/jichi_gyousei/c-
gyousei/local10000_project.html事業URL

原則1/2（上限2,500万円）補助率都道府県、市町村事業実施主体
（対象者）

地域力創造グループ地域政策課 03-5253-5523問合せ先
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30 地域経済循環創造事業交付金（分散型エネルギーインフラプロジェクト）

該当
事項

特性を生
かした営
農と所得
の確保 農村発イ

ノベー
ションに
に取り組

む

地域を維
持するた
めの将来
を話し合

う
定住条件
の整備や
生活イン
フラを確
保する

地域を支
える組織
体や人材
を確保す

る

地域の魅
力を発信
する

地域資源を活かした分散型エネルギーシステムの構築を推進し、地域での経済循環を創造する。趣旨
目的

地方公共団体を核として、需要家、地域エネルギー会社及び金融機関等、地域の総力を挙げて、バイオマス、
廃棄物等の地域資源を活用した地域エネルギー事業を立ち上げるマスタープランの策定を支援する。

事業
内容

700の内
数

令和３年度
当初予算
（百万円）

https://www.soumu.go.jp/main_sosiki/jichi_gyousei/c-
gyousei/bunsan_infra.html事業URL

原則1/2補助率都道府県、市町村事業実施主体
（対象者）

問合せ先

総務省
地域力創造グループ地域政策課

地域力創造グループ地域政策課 03-5253-5523
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